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一般社団法人東京精神保健福祉士協会 定款（抜粋） 

 

第 4 章 役員等 

（役員の設置等） 
第２５条 当法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 １０名以上１５名以内 
(2) 監事 １名以上 

２ 理事のうち、１名を会長、2 名以内を副会長、12 名以内を常任理事とする。 
３ 前項の会長をもって一般法人法上の代表理事とし、副会長及び常任理事をもって同

法第 91 条第 1 項第 2 号の業務執行理事とする。 
４ 理事の中に特任理事を置くことができる。 

 
（選任等） 
第２６条 理事及び監事は、社員総会の決議によって会員の中から選任する。 
２ 会長、副会長及び常任理事は、理事会の決議によって理事の中から選任する。 
３ 特任理事は、理事会の推薦により学識経験者等から選出し、社員総会において承認

を得るものとする。なお、特任理事は、本会の会員以外から選出することができる。 
４ 役員の選任に関する事項は、規則で定める。 
５ 監事は、当法人又はその子法人の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 
６ 理事のうち、理事のいずれかの１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特別の

関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、

同様とする。 
７ 他の同種団体（公益法人を除く。）の理事又は使用人である者その他これに準ずる

相互に密接な関係にある者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えては

ならない。監事についても同様とする。 
 
（理事の職務及び権限） 
第２７条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款に定めるところにより、職務を執

行する。 
 ２ 会長は、当法人を代表し、その業務を執行する。 
 ３ 副会長は、会長を補佐する。 
 ４ 常任理事は、当法人の常務を分担執行する。 
 ５ 会長、副会長及び常任理事の権限は、理事会が別に定める職務権限規程による。 
 ６ 特任理事は会長から委任された業務を行う。 
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（監事の職務・権限） 
第２８条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告書

を作成する。 
 ２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業 

務及び財産の状況の調査をすることができる。 
 
（役員の任期） 
第２９条 理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 
２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時まで 

とする。 
３ 理事又は監事は、第２５条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又 

は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は 
監事としての権利義務を有する。 

 
（解任） 
第３０条 役員は、社員総会の決議によって解任することができる。ただし、監事を解任

する場合は、総正会員の議決権の３分の２以上に当たる多数の決議に基づいて行

わなければならない。 
 
（報酬等） 
第３１条 理事及び監事は無報酬とする。 
 
（取引の制限） 
第３２条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を

開示し、理事会の承認を得なければならない。 
(1) 自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引  
(2) 自己又は第三者のためにする当法人との取引 

 (3) 当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間に 
おける当法人とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告し 
なければならない。 

３ 前２項の取扱いについては、第４５条に定める理事会規則によるものとする。 
 
（責任免除） 
第３３条 当法人は、役員の一般法人法第１１１条第１項の賠償責任について、法令に定

める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償責任額から法令に定

める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除することができる。 
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（名誉会長及び顧問） 
第３４条 当法人に、名誉会長及び若干名の顧問を置くことができる。 
２ 名誉会長及び顧問は、会員の中から、理事会において任期を定めた上で選任する。 
３ 名誉会長及び顧問は無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用の支

払いをすることができる。 
 
（名誉会長及び顧問の職務） 
第３５条 名誉会長及び顧問は、会長の諮問に応え、会長に対して意見を述べることがで

きる。 


